
令和 7 年度（令和 6 年支払分）給与支払報告書(個人別明細書)の記載方法 

 

 

 

個人別明細書は、税務署に提出する「給与所得の源泉徴収票」と複写により同時に作成できるよう同一

様式としています。この「記載方法」と国税庁作成の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書の作成と提出

の手引き」をあわせて参照し、記入してください。 

 

１． 使用する用紙 

  令和 7 年度様式を使用してください。用紙左上の数字が⑦になっているかをご確認ください。 

  宮古島市の場合、「１人につき１部のみ」提出をお願いします。 

２． 記載方法 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

令和 6 年 1 月～12 月に給与等を支払った全ての従業員分(役員・パート・アルバイト・専従者・中途退職者・短期雇用含む)の 

作成と提出が必要です！ 

 ※支払金額が 30 万円以下の給与受給者についても、公平・適正課税の観点から給与支払報告書の提出を求めています。 

※※※【要注意】※※※ 
摘要欄に記載漏れがあると正しく課
税できない場合があります。 
裏面を参照のうえ正確に記載をお願
いします。 

令和 6 年分所得税の定額減税に関する事項を 
摘要欄に記載してください。 
 
【年末調整をした給与等の場合】 
★実際に控除した年調減税額 

源泉徴収時所得税額控除済額 ×××円 
★年調減税額のうち年調所得税から控除しきれなかった金額 

控除外額 ×××円 
（注）控除しきれなかった金額がない場合は「控除額外 0 円」 
★合計所得金額が 1,000 万円超の方で同一生計配偶者を年調減

税額の計算に含めた場合 
非控除対象配偶者減 税有 
 

【年末調整をしない給与等の場合】 
令和 6 年分所得税の減税額に関する事項の記載は不要です。 

詳しい記載方法については「給与所
得の源泉徴収票等の法定調書の作成
と提出の手引」をご確認ください。 

 

【定額減税控除額】 
源泉徴収時所得税額控除済額 ×××円  控除外額×××円 
非控除対象配偶者 減税有  
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支払者情報は忘れずに記入をお願いします！ 



❶ 「住所」欄には、受給者の令和 7 年 1 月 1 日現在の

住所又は居所（退職者の場合は退職時の住所）を確認

の上で記入してください。 

❷ 「個人番号」欄には、受給者の個人番号（マイナンバ

ー）を記入してください。 

❸ 「氏名」欄には、必ずフリガナを記入してください。 

❹ 「給与所得控除後の金額（調整控除後）」欄には、支

払金額に応じて求めた給与所得控除後の給与等の金

額を記入してください。なお、⓮の所得金額調整控除

の適用がある場合には、所得金額調整控除の額を控除

した後の金額を記入してください。 

❺ 「（源泉）控除対象配偶者の有無等」欄のうち、「有」

欄には、控除対象配偶者（年末調整の適用を受けてい

ない場合には、源泉控除対象配偶者）を有する場合に

「○」を付してください。「老人」には、控除対象配偶者

が老人控除対象配偶者である場合に「○」を付してく

ださい。 

❻ 「配偶者（特別）控除の額」欄には、配偶者控除の額

又は配偶者特別控除の額を記入してください。また、そ

の配偶者の合計所得金額を❻-2 の「配偶者の合計所

得」欄に記入してください。 

❼ 「１６歳未満扶養親族の数」欄には、１６歳未満扶養親

族の人数を記入してください。 

❽ 「非居住者である親族の数」欄には、配偶者控除又

は配偶者特別控除の対象となる配偶者、控除対象扶養

親族、１６歳未満の扶養親族のうち、国外に居住してい

る方の人数を記入してください。 

❾ 「各種保険料控除額」欄 

・「社会保険料等の金額」欄を記入する場合、小規模企

業共済等掛金がある場合は、上段「内」欄にその共済

の掛金を記入し、下段には小規模企業共済等掛金も含

めた合計金額を記入してください。 

・「生命保険料の控除額」欄に記入する場合は、もとめ

る際に適用した各保険料の支払金額について、それぞ

れに該当する「生命保険料の金額の内訳」欄に記入し

てください。 

・「地震保険料の控除額」欄を記入する場合、旧長期損

害保険を掛けている場合は、「旧長期損害保険料の金

額」欄に保険料の金額を必ず記入してください。 

❿ 「摘要」欄を記入する際は、 

・前職分を含めて年末調整する場合は、その支払者の

所在地、名称、退職年月日、支払金額、源泉徴収税額、

社会保険料の金額を記入してください。 

・「普通徴収切替理由書」の普ａ～普ｆのいずれかに該

当する場合は、該当する符号を記入してください。 

※符号の記載がない場合は特別徴収として処理され

ます。 

・控除対象配偶者を除く同一生計配偶者が障害者、特

別障害者又は同居特別障害者に該当する場合は、その

配偶者の氏名を記入し、氏名の後に「（同配）」と付記し

てください。 

・控除対象扶養親族又は１６歳未満の扶養親族が５人以

上の場合は、５人目以降の扶養親族の氏名を記入し、１６

歳未満の扶養親族については、氏名の後に「（年少）」

と付記してください。 

・「摘要」欄に氏名を記入した親族が、非居住者に該当

している場合は、氏名の後に「（非居住者）」と「区分」を

付記してください。 

・障害者控除対象者は氏名の後に｢(障)｣または｢（特

障）｣と記入してください。 

・同居加算対象者（同居老人・同居特別障害者）は氏名

の後に「(同)」を記入してください。 

・寡婦控除対象者は氏名の後ろに、死別の場合は

｢(死)｣、離別の場合は「(離)」と記入してください。 

・退職手当等の支払を受ける一定の配偶者又は扶養親

族等がいる場合、摘要欄に氏名を記入してください。 

⓫ 「住宅借入金等特別控除の額の内訳」欄には、住宅

借入金等特別控除の適用がある場合には、居住開始年

月日等を記入してください。 

 また、住宅借入金等特別控除区分に適切な区分を記

入してください。 

 居住開始年月日の年は和暦で記入してください。 

⓬ 「（源泉・特別）控除対象配偶者・控除対象扶養親族・

１６歳未満の扶養親族」欄には、配偶者控除又は配偶者

特別控除の対象となる配偶者（年末調整の適用を受け

ていない場合には、源泉控除配偶者も含む）、控除対象

扶養親族、１６歳未満の扶養親族の氏名と個人番号をそ

れぞれ記入してください。また、国外に居住している場

合は、「区分」欄に「０１～０４」を記入し、16歳未満の扶養

親族が居る場合は「区分」欄に「○」を付してください。 

⓭ 「基礎控除の額」欄には、基礎控除の額が「４８万円」

でない場合に、その金額を記入してください。 

※基礎控除の適用がない場合には、必ず「0円」と記入

してください。 

⓮ 「所得金額調整控除額」欄には、所得金額調整控除

額を記入してください。また、所得金額調整控除の適用

において、扶養親族等がいる場合で所得金額調整控除

額を記入された方の⓬の「（源泉・特別）控除対象配偶

者・控除対象扶養親族・１６歳未満の扶養親族」欄に記入

されていない方は、摘要欄に氏名を記入し、氏名の後

に「（調整）」と付記してください。 

⓯ 「控除対象扶養親族及び 16 歳未満の扶養親族が 5

人以上の個人番号」欄には、それぞれ「５人目以降の控

除対象扶養親族の個人番号」または「５人目以降の１６

歳未満の扶養親族の個人番号」欄に記入してください。 

 また、「摘要」欄に記入した氏名と個人番号の頭に括

弧書きの数字を付し、対応関係がわかるようにしてく

ださい。（「５人目以降の１６歳未満の扶養親族の個人番

号」について、源泉徴収票には記入しませんが、市区町

村に提出する給与支払報告書には記入することになっ

ていますのでご注意ください。） 

⓰ 「本人該当」欄には、受給者本人が該当する欄に

「○」を付してください。 

⓱ 「中途就・退職」欄には、就職や退職した場合につい

て該当欄に「○」を付し、その月日を記入してください。 

⓲ 「受給者生年月日」欄には、受給者の生年月日を和

暦で正確に記入してください。 


